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令和 4年 3月 22日以降における県民・事業者の皆様へのお願い（案） 

 

令和４年３月  日 

 

 政府対策本部は、本県に対するまん延防止等重点措置を実施すべき期間とされている令和４年３

月２１日をもって、まん延防止等重点措置を集中的に実施する必要がある事態が終了する旨を公示

することを決定いたしました。 

 ３月２２日以降、感染の再拡大を防ぎ、感染防止対策と社会経済活動の両立を図っていくため、

以下のとおり、協力をお願いします。なお、期間については、当面の間とします。 

 

１ 県民への要請等 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という。）第２４条第９項に基づく要請 

○ 感染に不安を感じる場合 

 ・ 感染に不安を感じる無症状者については、ワクチン接種済者を含め、検査を受けてください。 

 ※ 次の３つの条件を満たす者を対象とします。 

  ① 発熱などの症状がない者（症状がある場合は、医療機関を受診してください。） 

  ② ワクチン接種の有無に関わらず、感染リスク等が高い環境にあるなどの理由により、感染に不安を感じる者 

  ③ 埼玉県内に在住する者 
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 ○ 外出・移動（その他のお願い） 

  ・ 帰省や旅行等、県境をまたぐ移動は、「三つの密」の回避を含め、基本的な感染防止対策（「人と人

との距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗いなどの手指衛生」等）を徹底するとともに、移動先での

感染リスクの高い行動を控えてください。 

  ・ 体調がすぐれない場合は、外出（飲食店の利用やイベントへの参加等）を控えてください。 

 〇 飲食店等の利用（その他のお願い） 

  ・ 業種別ガイドライン等を遵守している施設等、特に、飲食等については、お客様の命を守る取組

に参加する「彩の国『新しい生活様式』安心宣言飲食店＋(プラス)」認証店をご利用ください。 

 ○ オミクロン株の特徴を踏まえた感染防止対策（その他のお願い） 

   次の感染防止対策を徹底し、感染リスクを減らすようにしてください。 

  ・ 飲食は、なるべく長時間を避け、大声を出さないようにすること。 

  ・ 会話をする際にはマスクの着用を徹底すること。 

  ・ 感染リスクの高い場面・場所への外出は避けること。 

  ・ 家庭内においても室内を定期的に換気するとともにこまめに手洗いを行うこと。 

  ・ 子どもの感染防止策を徹底すること。 

  ・ 高齢者や基礎疾患のある者は、いつも会う人と少人数で会うこと。 

 

２ 事業者（施設管理者等を含む。）への要請等 

（１）すべての事業者への要請等 

特措法第２４条第９項に基づく要請 

・ 業種や施設の種別ごとに、自主的な感染予防のための取組等を定めた業種別ガイドラインや 

 「彩の国『新しい生活様式』安心宣言」の使用・遵守をしてください。   
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 ○ オミクロン株の特徴を踏まえた感染防止対策（その他のお願い） 

  ・ 業務継続の観点からも、在宅勤務（テレワーク）の活用等による出勤者数の削減目標を前倒しで

設定してください。 

 ○ ワクチン接種歴や検査結果を確認する取組について（その他のお願い） 

  ・ 県民の安心・安全を高めるとともに、社会経済活動を回復・継続する取組として、飲食やイベン

ト、移動等で感染リスクの高いと考えられる場面・場所において、ワクチン接種歴や検査結果の確

認を行うことを推奨します。なお、不当な差別にならないよう留意してください。 

    ※  未就学児（概ね６歳未満）については、同居する親等の監護者が同伴する場合には検査を不要とし、 

      概ね６歳以上から１２歳未満の児童については、ワクチンの２回接種までの間、検査結果の確認を 

      お願いします。 

 

（２）施設管理者等へのお願い（その他のお願い） 

  ・ これまでにクラスターが発生しているような施設や「三つの密」を避けることが難しい施設につ

いては、徹底した感染防止対策を講じてください。 

 

（３）職場でのお願い（その他のお願い） 

 〇 出勤者数の削減・人と人との接触を低減させる取組 

  ・ 職場への出勤について、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通勤等、人と人との接触を低

減させる取組を推進してください。 
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 ○ 職場における感染防止対策（その他のお願い） 

  ・ 職場において、感染防止のための取組（手洗いや手指消毒、せきエチケット、職員同士の距離確

保、事業場の換気励行、複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、軽

症状者に対する抗原簡易キット等を活用した検査、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ

会議の活用、昼休みの時差取得、社員寮等の集団生活の場での対策等）や「三つの密」等を避ける

行動を促進してください。 

    特に、「居場所の切り替わり」に注意し、休憩室、更衣室、喫煙室等での感染防止対策を徹底して

ください。 

 ○ 重症化リスクのある労働者等への配慮（その他のお願い） 

  ・ 高齢者や基礎疾患を有する者等重症化リスクのある労働者、妊娠している労働者及び同居家族に

そうした者がいる労働者については、本人の申出等を踏まえ、在宅勤務（テレワーク）や時差出勤

等の感染予防のための就業上の配慮を行ってください。 

 

３ 飲食店等へのお願い（その他のお願い） 

 ・ 「彩の国『新しい生活様式』安心宣言」の使用・遵守を徹底してください。 

 ・ 「彩の国『新しい生活様式』安心宣言飲食店＋(プラス)」の認証を取得していない飲食店等は、 

  速やかに取得するようにお願いします。 

   なお、認証を取得していない飲食店等は、引き続き、営業時間を午前５時から午後８時まで、 

  酒類提供の自粛をお願いします。 
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４ イベントの開催制限について 

特措法第２４条第９項に基づく要請 

 

 

 

 

 

 

○ 感染防止安全計画（以下「安全計画」という。）策定対象となるイベント 

 ア 対象 

  「参加予定人数が５，０００人超」かつ「収容率５０％超」のイベント（「大声なし」の場合に限る。） 

   ※ 「大声」とは、「観客等が、①通常よりも大きな声量で、②反復・継続的に声を発すること。」とし、 

    これを積極的に推奨する又は必要な対策を十分に施さないイベントを「大声あり」のイベントとする。 

 イ 人数上限及び収容率 

 （ア）収容定員が設定されている場合 

  【人数上限】 収容定員まで 、 【収容率】 １００％ 

 （イ）収容定員が設定されていない場合 

   （地域の行事、全国的・広域的なお祭り、野外フェスなど） 

   人と人とが触れ合わない程度の間隔（１ｍ程度）を確保 

 

 施設の収容定員 

5,000人以下 5,001～10,000人 10,001人以上 

大声なし 安全計画の策定あり  収容定員まで 

安全計画の策定なし 収容定員まで 5,000人まで 収容定員の半分まで 

大声あり 収容定員の半分まで 
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 ウ 安全計画に記載すべき事項 

   業種別ガイドラインや施設ごとに定めた「彩の国『新しい生活様式』安心宣言」等を踏まえ、次の項目について、 

  具体的な感染防止対策を安全計画に記載すること。 

 

 

 エ 安全計画の提出期限 

   主催者等は、原則として、イベントの開催日の２週間前までに、県に提出すること。 

 オ 結果報告書の提出 

   主催者等は、イベント終了日から１か月以内を目途に結果報告書を県に提出すること。 

   ただし、クラスター等の発生が確認された場合は、直ちに県に報告すること。 

○ それ以外の（安全計画が策定されない）イベント 

   主催者等は、県が定める「チェックリスト」様式に、イベント開催時に行う感染防止対策を記載し、主催者等の

ホームページ等で公表すること。 

 ア 人数上限及び収容率 

 （ア）収容定員が設定されている場合 

   【人数上限】 「５，０００人」、又は「収容定員の５０％」のいずれか大きい方 

   【収 容 率】 大声なし：収容定員の「１００％」、 大声あり：収容定員の「５０％」 

     → 「人数上限」、「収容定員に収容率を乗じた人数」のいずれか小さい方まで 

 ① 飛沫の抑制（マスク着用や大声を出さないこと）の徹底、② 手洗、手指・施設消毒の徹底、③ 換気の徹底、 

 ④ 来場者間の密集回避、 ⑤ 飲食の制限、⑥ 出演者等の感染対策、 ⑦ 参加者の把握等 
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 （イ）収容定員が設定されていない場合 

    （地域の行事、全国的・広域的なお祭り、野外フェスなど） 

     大声なし：人と人とが触れ合わない程度の間隔（１ｍ程度）を確保 

     大声あり：十分な人と人との間隔（できるだけ２ｍ、最低１ｍ以上）を確保 

 イ 業種別ガイドライン等の遵守 

   業種別ガイドラインや施設ごとに定めた「彩の国『新しい生活様式』安心宣言」の使用・遵守を徹底すること。 

 ウ チェックリストの保管 

   主催者等は、自らが作成した「チェックリスト」をイベント終了日から１年間保管すること。 

 ○ 基本的な感染防止対策の徹底や直行直帰の呼びかけ（その他のお願い） 

   主催者等は、イベントの前後の活動における基本的な感染防止対策の徹底や直行直帰の呼びかけ等

を行ってください。 
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５ 県主催イベント及び県有施設の取扱い 

 ・ 県主催イベントについては、徹底した感染防止対策を講じることを条件に開催します。 

 ・ 県営公園では、同居家族等を除き、花見等での宴会の自粛をお願いします。 

 ・ 県有施設内の飲食店では、５人以上で飲酒を伴う飲食をする場合、ワクチン接種歴又は検査結果を

確認します。 

 ・ 屋内県有施設については、人数上限等の要請を受けている施設と同様の要請を遵守し、次に掲げる

徹底した感染防止対策を講じ主催者に徹底させることを条件に開館します。 

  ◇ 以下の感染防止対策を徹底します。 

   ・ マスク着用、手指消毒、検温など来場者の感染防止対策 

   ・ 諸設備の消毒、施設スタッフの体調管理の徹底 

   ・ 三密を回避するための入場制限、来場者動線や社会的距離を確保する等の感染防止対策 

   ・ 接触確認アプリ（COCOA、埼玉県 LINEコロナお知らせシステム）の導入 

   ・ その他、シャワーの使用方法など個々の感染防止対策については、業種別ガイドラインや施設ごとに定めた「彩の国『新

しい生活様式』安心宣言」を遵守するように求めます。 



市町村立小・中学校の感染状況 令和４年３月１１日現在

 新規陽性者の推移 （陽性判明日ベース）

67 110 131 117 147 113 85 55

856

2476

3696

3218

2994

2488
2337

1371

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

教職員 児童

32 34
60 45 52 41 32 15

413

747

1041

958

742

575 561

331

0

200

400

600

800

1000

1200

教職員 生徒

（中学校）（小学校）

※ さいたま市を除く



県立高等学校の感染状況 令和４年３月１１日現在

 疑われる感染経路 （生徒） 新規陽性者の推移 （陽性判明日ベース）
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３月22日以降の学校の対応 ～ 春休み・新学期を迎えるにあたって ～

※ 市町村教育委員会に対し、県立学校の対応を踏まえ、各地域の感染状況や児童生徒の

発達段階等を考慮した上で、適切な対応を要請

※ 私立学校に対し、上記対応に加え、寮での感染対策の更なる徹底を要請（総務部）

1. 授業
 感染防止対策の徹底と新学期に向けた準備

 オンライン学習環境の再確認と準備

2. 学校行事（卒業式・入学式等）
 原則児童生徒・教職員で実施（保護者の参加は１名まで）

 内容の精選・時間の短縮

 式後の集まり・会食の自粛

 校外行事は目的地の状況等を踏まえて慎重に判断

3. 部活動（県のガイドラインを遵守）
 健康管理の一層の徹底（体調不良の際は参加禁止）

 活動場所の換気・飛沫感染防止対策の徹底

 更衣・休憩場面、活動前後、登下校時の感染防止対策の徹底

 泊を伴う合宿や遠征等の禁止

 練習試合等は自校を含めて２校まで（県外での活動は慎重に判断）

4. 教職員・児童生徒のワクチン接種（希望者の接種を促進）
 教職員（小・中・高・特支）の追加接種を促進

 希望する児童生徒が安心して接種できる環境と適切な配慮

 差別やいじめ等の防止のための適切な配慮

陽性者発生時の初期対応（臨時休業等）を徹底し、教育活動を実施

学校外での感染防止（春休みに向けて）

 児童生徒への指導と保護者への協力依頼

～家庭における感染対策のお願い～

 春休み期間中の健康観察の継続
（体調不良の際は外出しない・させない）

 学校への速やかな連絡・報告

 正しいマスクの着用

 手洗いの徹底と適切な換気

 規則正しい生活習慣の徹底

 外出時における直行直帰の徹底

 飲食中はなるべく会話を控える

感染拡大地域における小中学校の対応

◆ 子供世代（１０歳未満）の市町村別感染状況を踏まえ

市町村教育委員会に注意喚起 （保健医療部データを活用）

 学校から家庭に感染防止への協力依頼（緊急メール等）




